


目次

        目    次
 
        まえがき
 
第1章 拡大・成長を是とする経済
         世界の経済成長　／経済政策は経済拡大を促す　／金科玉条に経済成長を信仰する背景
 
第2章 政治と結びつく経済学
         経済学と社会の潮流　／経済政策立案の仕組み
 
第3章 呻吟するグローバル資本主義
         平成バブル崩壊後に現れた特異な兆候　／過剰設備と過剰マネー　／金融バブルによる資本
増殖

 
第4章 グローバルな金融バブル
　　   歴史上のバブル　／資源バブルのだらだら崩壊　／進行中のグローバルな金融バブル
 
第5章 貿易による経済成長
         貿易を必要とする近代社会の経済　／経済成長の終焉に近づく　／富の１５％ルール
 
第6章 風雲急を告げる資本主義
         近代のイデオロギーと価値観　／拡大・成長の資本主義を超えて
 
        あとがき
 
        参考文献



まえがき

　１９９０年から始まった平成バブル崩壊は、日本が高度経済成長以降、初めて経験する経済的

困難であり、２０１７年現在も続いています。この平成バブル崩壊の本質を指摘したのが、１９

９２年に上梓された宮崎義一著の 『複合不況』 です。 『複合不況』 では、景気循環の一局
面（例：在庫調整）としての不況ではなく、 「バブル経済」 崩壊によって現れてきた金融不況と
いう新タイプの不況であると指摘しています。一方、経済学者の泰斗である小室直樹は、ケイン

ズの有効需要の原理に則り対策すれば不況を克服できると 『経済学エッセンス』 で述べています
。政府の経済対策を立案する経済学者が、ケインズの有効需要の原理を知らないわけがありま

せん。事実、１９９２年の宮沢喜一内閣以来、歴代内閣は大不況を克服すべく次々と財政出動し

ました。歴代内閣は切れ目のない財政出動をしたが、結果は失われた〇〇年と言われています。

筆者は、歴代内閣が長年景気対策するも経済成長できないのには、原因があると思います。テレ

ビに出演している経済学者は、歴代内閣の経済政策の基になっている経済思想や経済理論に言及

せず、株が上がっただの原油が下がっただの、お茶の間向け内容に終始しています。平成バブル

崩壊以降の経済政策は、失敗を繰り返す市場原理主義の経済思想に基づいています。市場原理主

義の思想は、新自由主義の政治思想と相性が良さそうです。そのため、全世界は経済成長という

魔物に取りつかれ、経済競争にさらされています。今後、中流社会を実現した経済成長は二度と

来ません。

　公害が多発していた１９７２年に、ローマクラブの 『成長の限界』 が発刊され、翌年に石
油ショックが勃発し、成長の限界が意識されました。しかし、先進国においては技術力で公害を

克服し、新興国が工業化（公害の克服は道半ば）で擡頭（たいとう）したことで、経済成長に再

び取りつかれました。しかし、米国がグローバル資本主義の経済構造に変化させたことから、先

進国は実物市場中心の経済成長から、金融市場主導の経済成長に切り替えました。それでも先進

国の経済成長率は２％以下であり、日本に至っては１％以下です。資本増殖の目安になる１０年

国債の金利が、史上最低になりました。ローマクラブの 『成長の限界』 が、金利面で実現しま
した。

　グローバル資本主義になり、カラスの鳴かぬ日はあっても、経済成長と叫ばぬ日はありません

。その経済成長には、実物市場よりも金融市場の関与が甚だ多いです。金融市場の取引で動くお

金は、個人投資家より機関投資家が圧倒的に多く、加えて、パナマ文書で明らかな租税回避地の

お金が、跳梁跋扈しています。ちなみに、東証に上場している上位５０社のうち４５社が、租税

回避地のケイマン諸島に５５兆円移動させ、ペーパー会社が金融取引をしています。租税回避地

は世界中に約６０ヶ所あり、課税逃れのお金は世界中で巨額（少なく見積り３０００兆円）にな

ります。資本増殖を目的とする資本主義の市場は、誰もが自由に取引できるのが十八番（おはこ

）ですが、パナマ文書は政治家と大企業と富裕層が、租税回避地を税逃れに使い、資本増殖を図

っている実態を如実に示しました。会社や市民が経済活動他で得た利益をまっとうに納税する

のが、資本主義の精神です。租税回避地を使った資本増殖は、資本主義の精神に悖（もと）り

ます。課税逃れのお金による経済成長はまやかしであり、強欲な経済競争になり果てた資本主



義は、次の世界的規模の経済危機に対処する術をなくしました。

　世界大恐慌は第二次世界大戦の遠因であり、戦勝した米国が覇権を握りました。その米国が、

経済成長を定着させました。グローバル資本主義になり、初めてのバブル崩壊がリーマン・ショ

ックです。そのリーマン・ショックを上手に乗り越えたと思われた中国が、２０１２年頃から自

身のバブル崩壊の苦しみを味わっています。中国のバブル崩壊の影響は、実物市場と金融市場に

現れてきました。中国のバブル崩壊前から日本を先頭に、先進国はゼロ金利とゼロ成長に移行し

ています。また、新興国も中国と同様に産業主義的な製品（例：自動車・家電品など）が人々に

行きわたると、経済成長が低下します。しかし、政治家と大企業と富裕層が、貪欲に経済成長を

追求してきたため、金融市場のバブルを招いています。経済成長が停滞するのは政治思想や経済

思想がそうさせています。つまり、先進国の長期停滞は経済現象ですが、根本的には資本主義社

会（＝西欧文明）が抱えている文明的没落です。丁度、中世のキリスト教のイデオロギーや価値

観を脱出し近代の扉を開いたように、経済成長信仰のイデオロギーや価値観を脱出してポスト資

本主義の扉を開かねばなりません。筆者は直感的に８００年続いた資本主義に、終焉が迫ってい

ると考えます。

 
 



第1章 拡大・成長を是とする経済

　世界の経済成長

　国内総生産（ＧＤＰ）ないし国民総生産（ＧＮＰ）という指標は、世界大恐慌の後に米国の経

済学者サイモン・クズネックスが、米国商務省の依頼を受けて考案しました。経済成長を論ずる

場合は成長の量を論じており、成長の質を問いません。米国は、戦後の疲弊した経済復興を主導

した際に、併せてクズネックスが指標による開発計画を指導したことから経済成長が定着しま

した。また、先進国が経済復興において経済成長を重視しました。日本では、１９６１年に池田

内閣が１０年で給料が２倍になる 「所得倍増計画」を打ち出しました。このような経済政策の実
行過程で、経済成長が一段と国民に普及しました。経済成長率は、（当年のＧＤＰ－前年のＧ

ＤＰ）÷前年のＧＤＰ×１００で求めます。図１は、日興アセットマネジメントの楽読（らくよみ
）に掲載されている数値を取捨選択し作成しました。ただし、２０１６年の経済成長率は、国際

通貨基金（ＩＭＦ）の景気づけ予測値です。 

                                                   図１：世界の経済成長率
 
　図１の点線の折れ線は、国民総生産１位の米国から順に５位の英国までの経済成長率です。世

界の経済成長率は、２０１１年〜２０１５年を平均すると３．４％、先進国（米国・日本・ド

イツ・英国・フランス・カナダ・イタリア）は１．４％、新興国（中国・ブラジル・インド・ロ

シアなど）は５．１％です。先進国の中で、日本の経済成長率は一番低く、２０１１年〜２０１

５年の平均が０．５６％です。中国の突出した経済成長率が目を引きます。その中国政府発表の

経済成長率は、まゆつばです。２０１５年の経済成長率は、誤魔化しにくい統計値からゼロ又は

マイナスと推定されています。電力使用量から類推すると、中国の経済成長率は２０１２年以降

非常に低いと思われます。経済規模が世界２位の国の経済成長率が公表値より低いとなれば、Ｉ

ＭＦ発表の世界の経済成長率は割引かねばなりません。なお、先進国の中で米国と英国の経済成

長率が２％程度になっているのは、金融市場の胴元と関係ありそうです。



 
　経済政策は経済拡大を促す

　マクロ経済学によれば、 「国民の総消費額」 は 「有効需要」 であり、それは 「国民総生産（
ＧＮＰ）」（国内総生産（ＧＤＰ）とほぼ同じ）に等しく、また 「国民総所得」 です。→Ａ　そ
の国内総生産は、次の式で表せます。

　　ＧＤＰ　＝　個人消費　＋　民間投資　＋　政府支出　＋　輸出　－　輸入

個人消費は読んで字のごとく、日々の食料品などの消費財のことです。民間投資は、企業が機械

などの生産設備を買ったり、工場を建てたりすることです。政府支出は、政府が投資（例：公共

工事）をすることです。この中で、個人消費の割合がＧＤＰの約６割を占めます。

　経済成長率は、当年国内総生産と前年国内総生産の差を、前年国内総生産で割った百分率です

から上下に変動します。そのため、経済成長率は、景気のよしあしの指標に使われています。つ

まり、国内総生産が大きくなると 「景気が良い」 、国内総生産が小さくなると 「景気が悪い」
となります。経済界は、経済成長率を手段から目的に倒錯し、国内総生産の右肩上がりを希求し

ます。経済成長率が右肩上がりになるよう、政府は常に経済政策を考えます。国内総生産を増や

すには、個人消費・民間投資・政府支出のいずれかを増やさねばなりません。政府は、個人消費

を増やしてと国民にお願いしても効き目がありません。次に、政府は企業に設備投資を増やして

とお願いしても、利潤最大が民間投資の鉄則ですから、おいそれと民間投資は増えません。へた

したら、企業が借金を金融機関に返済し、その分の民間投資が減るかもしれません。政府裁量の

項目は政府支出であり、借金してまで政府支出を増やします。

　国内総生産は、個人消費と民間投資と政府支出で決まります。政治家・経済官僚・経済学者は

、政府裁量項目の政府支出を増やし国内総生産（ＧＤＰ）を増やそうとします。しかし、逢沢

明著 『失敗史の比較分析に学ぶ２１世紀の経済学』 によれば、経済データ分析から驚愕の結果が
出ました。国内総生産には、借金による政府支出が含まれています。そこで、国内総生産から借

金による政府支出を引いた 「正味ＧＤＰ」 を求めます。更に、「正味ＧＤＰ」 を毎年の国の借金
と比較できるように、物価の補正を加えない 「正味名目ＧＤＰ」 に修正しました。 
 



　　　　　                                図２：正味名目ＧＤＰと新規債務額の推移
 　　　　                                       出典元： 「失敗史の比較分析に学ぶ２１世紀の経済学」 より
 
　図２は、正味名目ＧＤＰと新規債務額の推移です。図２から、１９９０年以降正味名目ＧＤ

Ｐは、４００兆円台半ばを少し上回るあたりで停滞しきっているのが読み取れます。２００６年

と２００７年にわずかに５００兆円台に上昇しましたが、２００８年のリーマン・ショックでま

た押し戻されました。また、図２は１９９０年以降新規債務が、正味名目ＧＤＰに寄与していな

いことを示唆しています。逢沢明は、図２のデータを詳細に分析した結果、１９９０年以降 「国
が借金するほど、景気が悪くなっている」 ことを明らかにしました。具体的には、国の借金を１
兆円増やすと、正味の景気は 「０．１９４％」 だけ悪くなります。政府が率先して１０兆円規模
の財政出動をすると、１．９％ほど景気を悪くします。

　政府支出は、ケインズが発見した有効需要の原理に則った経済政策です。需要より供給が多い

場合は、政府支出により供給力に見合う需要を増やせば、乗数効果によりいずれ需要と供給が均

衡する理論です。この経済理論により、国債が発行されました。戦後最初の国債は、１９６５

年（昭和４０年）に１９７２億円を発行しました。この頃は高度経済成長期であり、経済成長が

平均９〜１０％／年です。それ以降も国債が発行され続け、政府の借金は増加の一途をたどって

いるにも関わらず、政治家は政府支出を続けよと強要します。借金まみれの経済政策の結果、２

０１１年〜２０１５年の経済成長率が平均０．５６％です。

　ケインズが発見した有効需要の原理は、平成バブル以降の不況を鑑みれば、無条件に作動しな

いのではないでしょうか。筆者は、工業化されていない状態（＝供給力が低い）なら、政府支出

は有効需要の原理に則り民間投資を誘発するが、工業化された状態（＝供給力が過剰）の複合不

況なら、政府支出による有効需要の原理は作動しないと思われます。ゆえに、平成バブル崩壊

以降、国の借金による公共工事等には、乗数効果がありません。平成バブル崩壊以降、政府は財

政出動以外にも構造改革、規制緩和、ゼロ金利など次々と経済政策を実行しましたが経済成長に

寄与せず、逆に中流社会の崩壊という不平等な社会を招来しました。

 
　金科玉条に経済成長を信仰する背景

　国内総生産（GDP)は、第二次世界大戦後に導入された比較的新しい指標です。それにも関わ
らず、今では先進国はもとより新興国も、経済成長を政治課題の一番に挙げています。歴史を遡

ること１８世紀後半の英国で産業革命が起こり、１９世紀以降の西欧各国は、工業化による経済

力を背景に軍事力を増大させました。日本は明治維新により、かろうじて 「国の独立」 を保持で
きました。逆に、砲艦外交に負けた国は、植民地にされました。たとえば、インドが英国の植民

地になったのも、独占市場としての囲い込みにありす。また、資本主義の発展が自然を生産・

交換・サービスなどに有用な 「資源」 としてとらえ、この資源及び商品の自由な取引が経済学の
市場モデルとなりました。

　続く、１９世紀後半のエネルギーと重工業を中心とする第二次産業革命では、一段と 「科学」
と 「技術」が技術革新の基盤として重要な役割を果たし、新兵器が多数発明されました。西欧と



少し遅れてきた日本は、植民地及び資源の獲得でしのぎを削り、第二次世界大戦にまで発展しま

した。第二次世界大戦後は、原水爆弾による全滅戦の相互抑制もあり、軍事競争から経済競争に

切り替わりました。

　経済競争になれば、兵器ではなく民生品の出番です。軍事競争では植民地・資源の獲得ですが

、経済競争では市場の獲得です。技術革新による新商品の開発と販売競争は、”資本主義の黄金時
代（１９５０年〜１９７０年頃）”と呼ばれる高度経済成長を迎えました。先進国は経済が成長し
、所得が毎年増え、豊かになりました。高度経済成長を迎える前にＧＤＰ指標が導入されており

、この時期に経済成長が定着したと考えられます。１９９０年以降、インターネットによる技術

革新は情報に及び、事務と生産の合理化が進行しました。民生品の産業技術は兵器に転用でき、

経済力があれば自ずと軍事力が強くなります。このように考えれば、政治の一番重要な課題が、

技術革新を促す経済政策にあるのは頷けます。技術革新には、科学技術の助けが欠かせないわ

けで、研究機関と大学を中心に税金を投入して基礎研究をしています。一方、政府は経済力の中

心となる大企業向けに、税制・規制緩和などの経済政策及び労働者の原価低減に経団連と協調し

ています。

　戦後に定着した経済成長という思考は、長い人類史において特異な期間です。この期間に、石

油をエネルギーとした大量生産・大量消費・大量廃棄の経済構造が先進国に出来ました。米国

のフォード自動車は、Ｔ型自動車という画一モデルの大量生産によって生産効率を高め、そのこ

とによって労賃を上昇させ、結果として大量消費を実現する、という循環メカニズムを生み出し

たのです。→Ｂ 「産業主義的循環」 とでもいうべきものです。→Ｂ　この、いわゆる 「フォーデ
ィズム」 という循環のメカニズムこそ、戦後の先進国の成長を支えた真の革新でした。→Ｂ　日
本では、田舎から都市に多くの人が移住し、企業に組織化されました。同時に、企業では経済成

長の指標を 「売上と利益」 に置き換え、目標必達を昇進条件にしました。石油ショックで各国が
経済成長を鈍化させるなか、日本は石油ショックを省エネ技術で乗り切りました。その自信があ

だとなり、米国の無理難題を受け入れ平成バブルへと繋がりました。平成バブルが崩壊したのは

、１９９０年の正月明けからです。

　２０００年に入ると、原油の供給ショックが起きたわけもないのに、１バレル＝２０ドルを超

えるようになりました。２００５年が約５０ドル、２００８年が約９４ドル、２０１２年に至っ

ては約１０９ドルに原油価格が高騰しました。その後、原油価格が下がるも２０１６年は１バレ

ル＝約４２ドルです。原油価格が１バレル＝２０ドルを超えれば、省エネ技術だけでは経済苦境

を乗り切れません。従来の製品価格で輸出しても、原油高騰の影響で原価が上がっているため利

益が減ります。かと言って、製品価格の値上げをすれば、経済競争に負けるので、派遣労働とか

工場の海外移転で原価（人件費）を下げました。その結果、先進国は労働者の所得が下がり経済

成長が鈍化しました。先進国の経済成長が鈍化すると、一周遅れでＢＲＩＣＳ（ブラジル・ロ

シア・インンド・中国・南アフリカ共和国）や東南アジアが、外国企業の工場進出を得て工業化

を図り経済規模を増大させています。現在は、大量生産・大量消費・大量廃棄の経済構造にイ

ンターネットが加わり、グローバル市場の視点から製品が製造されています。そのインターネッ

トは、資本主義に内在する限りない 「拡大・成長」 の実現を支援しています。



　そのインターネットが使用された頃から、先進国の経済成長は鈍化しました。日本におい

ては、”専業主婦”が当たり前から、共稼ぎでないと生計が維持できないまでに所得が下がりました
。先進国では、経済成長と国民の所得に相関関係がなくなり、経済成長は庶民にとって過去の物

語になりました。ゼロ成長の時代が到来しているにも関わらず、政治家は経済学者のグローバル

な自由貿易と金融市場の活性化の処方箋を採用しました。主流派経済学者の抜きがたい経済成長

思考により、政治家と官僚は経済規模を増大させないポスト資本主義を構想できません。

 



第2章 政治と結びつく経済学

　経済学と社会の潮流

　経済学は、アダム・スミスの国富論を嚆矢とします。産業革命により成立した工業社会の経済

を解き明かすのが国富論です。経済学は、社会の経済活動を学問の対象にしており、社会活動全

般を対象とする政治と重なり合う範囲が広く、必然的に経済学は政治と結びつきます。戦後に限

っても、ケインズ経済学及びシカゴ学派経済学（別名：マネタリズム）が、政治の経済政策に取

り入られました。

　ケインズ経済学は、１９２９年の米国発世界恐慌に対する解決策として誕生しました。このよ

うな背景があり、戦後の復興期は働き口が少なく不況ゆえケインズ経済学が有用でした。ケイン

ズ経済学では有効需要の原理が有名です。政府が、財政出動し公共工事などの需要を人為的に発

生させます。すると、供給側に乗数効果により財政出動した金額の数倍に増幅された仕事が発生

しました。この経済学によって、戦後は石油ショックが来るまで黄金の資本主義と称される時代

が続きました。しかし、１９７３年の石油ショック以降、石油価格が高騰し物価が上がりました

。加えて、景気にブレーキがかかり、インフレと不況が同時進行するスタグフレーションに陥っ

たのです。ケインズ経済学では、不況に対処するには政府が財政出動を増やし景気を刺激します

。そうすると、インフレに拍車をかけて長期金利の上昇を招いてしまう副作用を生じます。この

ような論理から、スタグフレーション時の財政出動が疑問視されました。

　ケインズ経済学に代わって、その頃にノーベル経済学賞を受賞したフリードマン率いるシカゴ

学派経済学が脚光を浴びました。シカゴ学派の経済思想は自由市場主義であり、米国のレーガン

政権や英国のサッチャー政権の新自由主義の小さな政府イデオロギーと相性が良く、経済政策の

理論的支柱になりました。シカゴ学派の経済理論は、金融が間接的に実物市場を調整する 「貨幣
数量説」 です。貨幣数量説とは、貨幣の流通速度が長期的には一定のもと 「貨幣の数量が物価水
準を決定する」 という理論で、これを数式で表現すると、Ｍｖ＝ＰＴとなります。（Ｍは貨幣
数量、ｖは貨幣流通速度、Ｐは物価水準、Ｔは取引量）。→Ｃ　つまり、貨幣数量（Ｍ）を増や

せば、取引量（Ｔ）が増えるか、物価水準（Ｐ）が上昇するというものです。→Ｃ　なお、取引

量には、実物市場での取引と金融市場での株や土地などの取引の両方が含まれます。貨幣数量説

により、金利を上げ貨幣数量を減らし、インフレを克服しました。

　新自由主義が台頭してきた同時期に、金融市場に特化した金融経済理論が発表されました。金

融経済理論の中に、金融市場に特化した 「神の見えざる手」 があります。金融市場の 「神の見え
ざる手」 は、効率的市場仮説です。ユージン・ファーマは、１９７０年に 『ジャーナル・オブ・
ビジネス』 に 「効率的市場：理論と証拠」 という題名の論文で、踏み込んだ効率的市場を次のよ
うに論じています。資本主義の第一の役割は、経済の資本ストックの所有権を配分することで

ある。→Ｄ　一般的な言葉で言うと、価格が資源配分に関する正確なシグナルを出す市場が理想

である。→Ｄ　つまり、証券価格はつねに利用可能なすべての情報を、”完全に反映している”とい
う前提の下で、企業が生産と投資に関する意思決定ができて、企業の活動に対する所有権を表す

証券を投資家が選べる市場である。→Ｄ　利用可能な情報がつねに価格に”完全に反映されている”



市場を 「効率的」 あるという。→Ｄ　その後金融経済学は、効率的市場仮説を土台に資本資産評
価モデル理論と、金融派生商品の基になるブラック＝ショールズの計算式の二本柱を打ち立てま

した。

　米国は、石油ショックによるスタグフレーションを貨幣数量説で乗り切りましたが、日本では

省エネの技術革新により、石油価格の急上昇による生産コストの増大を吸収しました。石油ショ

ック前は、１バレル＝２〜３ドルで原油を買えましたが、その後の１５年間は平均２０ドルで買

えました。石油価格が６倍〜１０倍に上がりましたが、水野和夫氏の売上高変動費比率分析によ

ると、１バレル＝２０ドルの方が売上高に占める変動費の比率が低いのです。つまり、日本の省

エネ技術が、石油ショックを全くなかったことにしました。→Ｅ それどころか、２ドルの原油で
はなく１．５ドルの原油を買っているような状況を作り出したのです。→Ｅ

　１９８０年代の日本は、まさしく日が昇る国であり、日米間で貿易摩擦が勃発しました。米国

は貿易赤字が巨額になり、日本は貿易黒字が巨額になりました。これに焦ったのが米国です。米

国の事業者を保護するため日本に 「輸出自主規制」 を要求したがあきたらず、貿易の自由化要求
を突き付けてきました。具体的には日米円ドル委員会を通じた金融の自由化、市場開放要求の日

米構造協議、引き続く日米包括経済協議などです。かくて、米国の国益に合わせて日本経済を新

自由主義的に構造改革するルートが確立していきました。これに協力したのが、市場原理主

義（※）と称される日本の経済学者です。結果的に、日米間の貿易摩擦は解消しましたが、日本

にグローバルな自由貿易論なる市場原理主義のイデオロギーが埋め込まれました。

（※）　筆者が理解する市場原理主義。

　市場原理主義とは、市場への不要な政府の介入を排除し、実物市場と金融市場の作動に全幅の

信頼をおく思想的立場のことです。具体的には自助努力と競争を重視し、平等政策と福祉を切り

捨て、規制改革を行うとともに、国営事業や公営事業の民営化を図り、教育予算とか福祉予算な

どを縮小する小さな政府を推進します。従って、市場原理主義に経済理論はなく、市場原理主義

の経済思想と新自由主義の政治思想が相似です。

　日米の貿易摩擦で米国は、実物市場での劣勢と利潤の低下に危機感を覚えました。米国は石油

を自国で賄えるため、日本のように省エネ技術が発達せず、代わりに金融経済学が金融工学を誘

発し、元本保証のない高額の金融派生商品を生みました。金融商品の取引には、高騰した石油エ

ネルギーを必要としません。一方、軍事ネットワークの技術に基づく商用ネットワークが１９８

８年に稼働し、世界中のサーバーとパソコンがインターネットを通じ通信できるようになりま

した。このＩＴ技術が自由化された金融とグローバルな自由貿易に役立ちました。米国はＩＴと

金融工学で大きな利益を生み出すシステムを作り、金融帝国として君臨しました。先進国は人件

費の安い国に工場を移転し、国内においては市場原理主義の経済政策により労働者の所得が下が

りました。

　グローバルな自由貿易の社会は、１％の金持ちと９９％の貧乏人に象徴される格差社会に突き

進みました。従来は、労働者の預金が各国の銀行の信用創造機能によって、実物市場に融資され

ました。しかし、多数の労働者は貧乏になり預金がままなりません。代わりに、世界中の機関投

資家・投資銀行・富裕者などが、元本保証のない金融派生商品取引を行い、米銀行の信用創造機



能によって超高額なマネーが金融市場に投資されました。この現在版錬金術を決定づけたのが、

１９９５年の米国の 「強いドルは国益」 の経済政策です。
　１９９５年に資本主義経済は一変しました。→Ｃ　国際資本の完全移動性を実現させて、資本

不足に悩んでいた米国が 「世界の余剰貯蓄」 を事実上自由に使える仕組みを構築することに成功
したからです。→Ｃ　その結果、１９９５年以降における世界経済の特徴は、金融経済が実物経

済に対して優位性を確立したことにあります。→Ｃ　具体的には米国の 「ドル帝国」 化といいか
えることができます。→Ｃ　グローバル化で米企業は外国で最も高い利潤を上げ、かつ米国民が

所得以上に高い生活水準を享受できる仕組みが 「ドル帝国」 だということです。→Ｃ　ピケティ
の説によれば、米国は金融で資本の利益を上げるかもしれないが、自由競争と技術革新による本

来の資本主義社会として成長できません。

　２００８年９月にリーマン・ブラザーズが破綻すると、世界経済は１９２９年の米国発世界恐

慌を上回る金融危機に陥りました。リーマン・ショックの出来事は、経済学者他の書き物に任せ

、金融危機脱出に米国が７０兆円もの公的資金を金融機関に投入し救済しました。新自由主義と

市場原理主義を標榜している米国が、なりふり構わず真逆の 「大きな政府」 対応をしました。リ
ーマン・ショックは金融行政の失敗を露呈するとともに、背後にある金融経済理論の土台になっ

ている 「効率的市場仮設」 の誤りを同時に証明しました。その後の金融派生商品の取引量の動き
を見るに、金融危機になれば政府が助けてくれるとの暗黙の了承を得られているかのようです。

つまり、バブルに対する経済学からの予防はなく、バブル崩壊に対する経済学からの解決策も

なく、政府の公的資金による救済しかありません。それにも関わらず、経済学者は金融経済理論

が金融バブルを誘発させている自覚が皆無です。

　経済理論は種々ありますが、経済理論に共通して言える条件があります。それは市場の参加者

に係わる内容であり、個々の経済主体者が合理的に完全情報に基づき私利を追求しても、 「神の
見えざる手（市場機構の自由な作動）により、市場は効率的に資源を配分し均衡する」 とします
。経済理論から導かれる経済モデルも、この条件を引き継ぎます。なぜなら、この条件が無け

れば、経済モデルが複雑になり過ぎて解が得られないからです。しかし、いかに民主主義の世の

中であっても、情報は平等ではありません。たとえば自動車を買う場合、客と車販店では明らか

に情報は平等ではありません。現実は、情報の不平等を承知で不合理に車の売買契約をします。

ですから、経済モデルは明らかに現実と乖離していますので、自然科学のような普遍的な経済理

論を構築できません。

 
　経済政策立案の仕組み

　平成バブル崩壊以降、日本は不況から長期停滞に突入しました。それに対して、歴代内閣は切

れ目のない財政出動をしたが、結果は失われた〇〇年です。最近では、安倍内閣がアベノミクス

たる経済政策を実施するも、４年半経過するが経済状況は悪化しました。アベノミクスの経済政

策で、２０１４年４月から消費税が５％から８％に上がるも、国の借金は増加する一方です。ア

ベノミクスの経済政策の失敗は多く語られていますが、経済政策は経済官僚や有識者会議で立案

します。ここでは、有識者会議による経済政策立案の仕組みを説明します。



　典型的な有識者会議は、小渕内閣（１９９８年〜２０００年４月）時の経済戦略会議です。小

渕内閣で経済企画庁長官に就任した堺屋太一が、国家行政組織法第８条に基づく公的組織の経済

戦略会議を立ち上げました。経済戦略会議は、図３で示すように６人の財界人と４人の経済学者

と１人の事務局長で構成しました。どのようにして１０人の委員と１人の事務局長が選ばれたか

、筆者は知る由もありません。ただ、４人の経済学者は米国流の経済学である市場原理派です。

毎回の経済戦略会議の前に、経済学者の委員だけが赤坂プリンスホテルに集まり、 「準備会合」
を開きました。経済政策は、この 「準備会合」 でたたき台が作られ、経済戦略会議でそのまま承
認されます。

 

　                                               図３：経済戦略会議の構成員
 
　経済戦略会議の経済学者は、経済理論を現実の社会に適用し、政治家に政策を授ける人です。

依って立つ経済思想で、経済政策は大きく変わります。その経済思想は、米国発の市場原理主義

です。経済理論は科学的装いをしていますが、経済理論を生み出す思想に強く依存します。もっ

と言えば、経済理論は経済思想と切り離すことができません。市場原理主義は、政府より市場競

争の方が効率的に資源配分ができるという考え方です。ですから、小さな政府とか規制緩和など

の市場原理主義の経済思想は、行財政改革の政治思想と結びつきやすく、経済政策立案の経済学

者は経済戦略会議を通じて政治権力と結びつきます。経済思想と政治思想は、共に深く掘り下げ

なければ一致点を見出すことができません。しかし、両思想に内在する競争社会こそが正しいと

する表面的一致で、市場原理主義の経済思想と新自由主義の政治思想が結びつきます。平成バブ

ル崩壊以降、新自由主義または市場原理主義に染まった政治家・経済官僚・経済学者などは、構

造改革・規制緩和など叫びました。しかし、政治家は経済学者が推す市場原理主義による経済政

策を実施するも、経済格差を激増させ、要の経済成長も実現できません。アベノミクスの経済政



策は、失敗を繰り返す市場原理主義の経済思想をよりどころにしています。

　アベノミクスの経済政策は、ケインズ経済学の財政出動とシカゴ学派経済学の貨幣数量説の両

方を実施しています。後者は、日銀が異次元の金融緩和で市中銀行から貨幣を大量に流していま

すが、インフレにはなりません。二律背反する経済理論を取り込んだ経済政策では、失敗は火を

見るより明らかです。たとえれば、自動車のアクセルとブレーキを同時に踏むわけで事故につな

がります。一方、新自由主義の政治思想と市場原理主義の経済思想の悪弊を経済政策に反映しま

した。経済成長の果実が競争に勝利する人間のみ獲得できる経済思想では、現状の経済状況を解

き明かし、処方箋を出すことができません。

　経済学は社会科学の雄を標榜していますが、現実の市場の作動と理論上の市場モデルが乖離し

た学問です。その理由は、経済学の市場モデルを作り出す哲学思想そのものにあります。２０１

２年１月のローマクラブのブカレスト総会に向けた準備資料の中に、”Ｔｏｗａｒｄｓ　ａ　Ｎｅ
ｗ　Ｅｃｏｎｏｍｙ　－　Ｗｈａｔ　ｉｓ　Ｎｅｅｄｅｄ？”と題する作業グループの報告書が、
日本代表の小島明氏の目に留まりました。

　新しい経済学は原理主義のドグマではなく、理性的な思考により構築されなければならない。

市場は効率的だとする新自由主義哲学は、ジャングルの法則の別名でしかない。目指すべき経済

学は数学的な厳密さではなく、（経世済民に則る）人類の福祉である。現在の経済学はともかく

成長は望ましく、あらゆる形の成長も望ましいとする間違った会計システムに基づいている。　

以下省略

　　　（経世済民に則る）は、筆者が挿入。



第3章 呻吟するグローバル資本主義

　平成バブル崩壊後に現れた特異な兆候

　経済学で言う 「神の見えざる手」 が作動し過ぎたのか、平成バブルは土地と株式を介し私利を
追求した結果です。１９９０年の平成バブル崩壊による不況は、深刻で２０１７年に至っても継

続しています。１９９９年２月、日銀は短期金利の指標である無担保コール翌日金利を史上最低

の０．１５％に誘導することを決定しました。この時、当時の速水日銀総裁が 「ゼロ金利でも
良い」 と発表したことから、ゼロ金利と呼ばれるようになりました。一時、ゼロ金利が解除され
たこともありましたが、２００８年のリーマンショックを機に、２００８年１２月から日銀は、

短期金利の指標である無担保コール翌日金利を、更に低い０．１０％に決定しました。従来の金

融政策では、インフレにできないと安倍政権は考え、２０１３年４月日銀に更なる、 「質的・量
的金融緩和」 、別名 「異次元金融緩和」 を指示しましたが効き目がありません。ついに日銀は、
２０１６年２月からゼロ金利を突き破りマイナス金利にしました。マイナス金利とは、日銀と取

引のある金融機関の日銀口座の残高の一部に、マイナス金利を付けると言うものです。金融機関

から見ると、日銀口座残高に応じて利息を日銀に支払うことを意味します。

　平成バブル崩壊後に現れた特異な兆候を、水野和夫はゼロインフレ・ゼロ金利・ゼロ成長の経

済現象と述べています。２０１２年に発足した安倍晋三政権は、インフレにより国の借金を目減

りさせようと目論んでいますがゼロインフレです。ゼロ金利は、２０１６年２月から日銀口座残

高の一部がマイナス金利になり、それに連動し金融機関の預金金利がゼロに張り付き、名実とも

にゼロ金利と呼べます。更に、２０１１年〜２０１５年の経済成長率は、平均０．５６％／年で

すから、事実上のゼロ成長です。ゼロ成長の状態は、資本主義の大本である資本の自己増殖が

止まっていると見做せます。図４で、資本の自己増殖の指標である、１０年国債の金利とマネ

タリーベース月末残高（日本銀行券発行高＋貨幣流通券＋日銀当座預金）を一緒に示します。マ

ネタリーベースとは、 「日銀が直接発行した通貨の総額」 の意味です。なお、１０年国債の金
利は、財務省情報であり、半年複利ベースの最終利回りです。

 



                                   図４：１０年国債金利とマネタリーベースの相関関係
 
　１０年国債金利が急低下しはじめたのは、１９９７年５月からでした。同年５月２８日には２

．８６９％だったのが、約５ヶ月後の１０月２０日には１．９８８％と、戦後初めて２％を割り

込みました。以降、１０年国債金利は景気対策されても、概ね１％〜２％の間を上下していま

した。１０年国債金利が恒常的に１％を割り込むようになったのが、２０１０年９月７日から

です。２０１４年４月、その１０年国債金利が日銀の 「質的・量的金融緩和」 の金融政策に反応
して急激に低下し、２０１６年１月末には０．１０４％にまで下げました。

　２０１３年４月、日銀の別名 「異次元金融緩和」 の証拠が、図４のマネタリーベースの急激な
増加（過剰マネー）です。金融機関は、長年企業の融資残高を増やせずにいましたから、１０年

国債金利低下は必定です。資本主義に現われたゼロインフレ・ゼロ金利・ゼロ成長の三つの経済

現象は、実物経済にて資本の自己増殖ができない原因から生じています。平成バブル崩壊後から

、景気対策の政府支出を度々するもゼロ成長です。経済理論は、資本の自己増殖ができないこと

に何も答えておりません。異なった視点で三つの経済現象を解き明かす必要があります。

 
　過剰設備と過剰マネー

　平成バブル崩壊以降の経済に、幾度も景気対策と成長戦略を実施するも、ゼロインフレ・ゼロ

金利・ゼロ成長の三つの現象が続いています。この現象は、資本の増殖を金科玉条とする資本主

義では考えにくい兆候です。経済現象は、短期間の経済指標より長期間に亘る経済指標で把握す

ることが大切です。しかも、経済指標から過去の景気対策と成長戦略の結果を顧みることが重要

です。アベノミクスを始めとする過去の経済対策は、失敗の連続です。過去の主要な経済対策は

、借金による政府支出です。しかし、政府支出すれども借金だけが積み上がり、需要を増やすこ

とで経済成長を図り、税収を増やし、ひいては政府債務の縮小のもくろみは頓挫しました。この

辺りを、図５を使い考えます。



 

                                               図５：実物市場と金融市場の相関
 
 過去の経済対策の失敗を顧みるに、実物市場は供給過剰（＝設備過剰）になっていました。政府
支出で需要を増やすも、供給力を超えることはありません。逆に、企業は人件費の安い国に工場

を建設し、供給力を増す始末です。ついに、政府支出による経済成長ができなくなり、勢い金融

市場で資本の増殖を目論みました。

　従前の資本主義では実物市場が資本増殖の主であり、金融市場が実物市場を支援しました。

グローバル資本主義の制度が機能しはじめると金融市場が肥大化し、金融市場が資本増殖の主と

なり、実物市場が従となりました。世界経済のネタ帳によれば、２０１４年の世界１８８ヶ国の

名目ＧＤＰは約７７．３兆ドルです。２０１５年２月末、世界各国の主要証券取引所の株式時価

評価額は、合計約６６兆ドルです。商品先物と金融派生商品は世界中で取引されていますが、規

模は調査未了です。しかし、２００８年のリーマン・ショック以降、米国・ユーロ圏（１９

か国）・日本などの中央銀行は、相次いで金融市場にお金を注ぎ込みました。米連邦準備理事

会（ＦＲＢ）は、２００８年のリーマン・ショック前に、約９兆ドルを金融市場に注いでいまし

たが、不動産担保債権（ＭＢＳ）や国債の買い取りで、２０１４年１０月には５倍の約４５兆ド

ルを注ぎました。欧州中銀は、２０１６年９月までにユーロ建て国債などの買取りで、約１．２

兆ユーロ（１ドル１ユーロ換算で約１．２兆ドル）を金融市場に注ぎ込みました。

  日銀は、図４で示すように概ね１００兆円のマネタリーベースでしたが、２０１２年１２月に発
足した安倍政権以降、国債の買取りで２５０兆円（１ドル１１５円換算で約２．２兆ドル）を金

融市場に注ぎ、２０１６年１月のマネタリーベースを３５０兆円に急増させました。米国・ユー

ロ圏（１９か国）・日本の中央銀行が金融市場に注いだお金は、合計４３．４兆ドルです。実物

市場が約７７．３兆ドルですから、株式時価評価額と米国・ユーロ圏（１９か国）・日本の各中

央銀行が、金融市場に注いだお金を合計すると１０９．４兆ドルになります。更に、金融市場に

は債権と商品先物と金融派生商品に租税回避地のお金（※）が加わり、実物市場の数倍の規模（

過剰マネー）と考えてよさそうです。



　日本の場合は、政府が毎年数十兆円の赤字予算を続けたため、ついに国債の買い手がほぼ日銀

だけとなりました。２０１２年１２月に発足した安倍政権以降、日銀が異次元金融緩和、サプラ

イズ緩和と、日銀が発表する巨額の国債買い上げ政策に呼応し、国債の金利が下がっています。

実物市場における過剰設備に伴うゼロ成長に加え、日銀が巨額の国債を買い上げて、政府予算の

赤字分を補っているためゼロ金利になりました。このゼロ金利はゼロ成長によるのではなく、日

銀による巨額の国債買い上げが原因です。この悪いゼロ金利は、いつまでも続けられるわけが

なく、日銀が巨額の国債を保有するほど国債を買い支えられなくなり、通貨の信用失墜（＝政府

の赤字予算が破綻）に至ると悪い金利上昇に反転します。かと言って、赤字予算を縮小するため

、ゼロ成長時に消費税を増税すればその分個人消費が落ち込み、国内総生産（ＧＤＰ）は消費増

税分を超えた落ち込みをします。

（※）租税回避地のお金

　２０１６年４月に国際調査報道ジャーナリスト連合（ICIJ）が、パナマの法律事務所 「モサ
ック・フォンセカ」 のパソコンより流出した、膨大な量（２．６テラバイト、ファイル数１１５
０万件）の内部文書の一部を解読公表しました。その文書には、世界各国の政府要人や大企業や

富裕層が、資産隠しや悪質な税逃れを目的にしたと思われるペーパー会社設立の証拠が記載され

ているそうです。租税回避地は世界中に約６０ヶ所あり、巨額（少なく見積り３０００兆円）の

税金逃れのお金が、金融市場で跳梁跋扈しています。

 
　金融バブルによる資本増殖

　１９８０年以降の経済は、従来の実物経済に加えて金融経済が大きくなり、グローバル資本主

義に突入した１９９５年以降の金融市場はとてつもなく大きくなり、実物市場と金融市場の力関

係が完全に逆転しました。２００８年のリーマン・ショックまでは、政府支出をあてにした個人

投資家と機関投資家が、金融市場にお金を注ぎ資本の増殖を図りました。しかし、度重なる政府

支出によっても国内総生産が向上せず、ゼロインフレの状況で政府の借金だけが積み上がりま

した。資本家は政府支出による経済成長を断念し、政府支出に代わる米国・ユーロ圏・日本など

の中央銀行による、金融市場への資金投入に期待しました。金融市場に注いだお金は、企業がお

金を借りて設備投資などに回せば経済成長が望めます。しかし、企業は過剰設備ゆえ、低金利で

も融資を望みません。日銀から銀行に供給された通貨は、日銀当座預金に積まれたままです。し

びれを切らした日銀は、２０１６年２月のマイナス金利導入で、銀行に無理やり企業に融資させ

ようとしていますが、金融市場に吸収されるだけで、お金が実物市場に回りません。金融市場の

過剰マネーは、実物市場とのつながりをなくしました。かくして、金融市場（例；株式市場）が

活発になっても、経済成長できません。その結果、金融バブルから金融バブル崩壊に突き進み

ます。

　市場原理主義の経済思想と新自由主義の政治思想が結びついたグローバル資本主義は、金融の

自由化を順手に取りヒト・モノ・カネを激しく移動させ、国の肩入れから法人税率を下げさせ（

代わりに消費税を上げ）、規制緩和などの経済政策を実施しましたが、中流社会崩壊（＝格差

社会）から実物市場の資本増殖を困難にしました。代わりに、政治家や大企業や富裕層は、金融



市場にて資本増殖が得られる経済政策を実施しました。世界の経済成長率は、２０１１年〜２０

１５年を平均すると３．４％です。（図１参照）２０１１年を１とした２０１５年の経済成長

率は、１．０３４の４乗ですから１．１８の１８％増です。しかるに、世界の主要証券取引所の

株式時価総額は、２０１１年末時点で約４４兆ドルだったのが、２０１５年２月末時点で約５０

％増の約６６兆ドルになりました。世界の経済成長率と株式時価総額の伸び率を比較すると、株

式の方が約２．８倍の増殖を果たしています。現状の経済政策は、実物市場の成長を高めること

なく、金融の過剰マネーが金融市場のバブルを醸成しています。

　経済政策の基になる経済理論は、市場機構の自由な作動により、市場は失敗せず 「需要（買い
）と供給（売り）」 が均衡するとします。その市場は誰もが自由に参加できると思いきや、政治
家や大企業や富裕層しか参加できない、特別な市場が世界中に約６０ヶ所あります。経済理論は

租税回避地を市場モデルから除外しており、誤った経済理論から導かれる経済政策は、当然誤り

です。また、経済理論が自律均衡を基本とするなら、金融市場では暴騰・暴落は起こりません。

第４章の表１で示す歴史上のバブル以外に、金融市場では理由なき暴騰・暴落が頻発しており、

市場は失敗を繰り返しています。例えば、中央銀行は金融危機になると資金を金融市場に供給し

ますから自律的に均衡できません。このことから、経済理論は市場の失敗を論証できる不均衡を

基本にすべきです。度重なる金融危機は、従来の自律均衡の経済理論が誤りであると告げており

、不均衡の経済理論にしなければ、肥大化した金融市場の暴走は防げません。



第4章 グローバルな金融バブル

　歴史上のバブル

　資本主義経済には、バブルがつきものです。最初のバブル崩壊は、１６３７年にオランダで発

生しました。当時のオランダは、現在の資本主義経済に近い社会でした。チューリップの球根１

個で家が買えたのですから尋常ではありません。その後、資本主義経済が発展するにつれ、バブ

ル発生→バブル崩壊が繰り返されました。表１が歴史上のバブルです。

 
　　　　                                          表１：歴史上のバブル

 
　中国発の資源バブルは、２０１７年３月現在、バブル崩壊進行中です。２０１５年９月トルコ

の首都アンカラで開幕した、日米欧に中国などの新興国を加えた主要２０カ国・地域（Ｇ２０）

財務相・中央銀行総裁会議で、中国から株価バブルの崩壊を認める発言がありました。中国のバ

ブル崩壊は進行中であり、崩壊開始年が不明確なのですが、少なくとも２０１５年９月以前であ

る事に間違いありません。中国景気の現状を知るには、国内総生産の指標だけでなく別の指標の

変化を見た方がよさそうです。

　ＺＤＮｅｔ　Ｊｐａｎの 『中国経済に起こっていることを電気消費量から読み解く』 によれば
、李克強首相が、首相になる以前に 「中国の国内総生産は信頼性が低い。景気の実態を見るには
電力消費量、銀行融資、鉄道輸送量を見た方がいい」 との発言録が残されているそうです。ブル
ームバーグより楽天証券経済研究所が作成した、中国の経済成長率と電力消費量の相関から判断

すると、経済成長率は、ほぼ横ばいに対し、電力消費量は上下に激しくブレています。電力消費



量が前年比１０％以上落ち込んだ、２０１２年末頃にバブルが崩壊したと推測できるので、資源

バブル崩壊の開始を２０１２年としました。

　これまでバブルが崩壊するたびに、世界経済は大混乱に陥ってきました。→Ｃ　巨大バブルの

後始末は、金融システム危機を伴うので、公的資金が投入され、そのツケは広く一般国民に及び

ます。→Ｃ　つまり、バブルの崩壊は需要を急激に収縮させ、その結果、企業は解雇や賃下げな

ど大リストラを断行せざるをえないのです。→Ｃ　まさに、 「富者と銀行には国家社会主義者で
臨むが、中間層と貧者には新自由主義で臨む」 （ウルリッヒ・ペック 『ユーロ消滅？）』 こと
になっていて、ダブル・スタンダードがまかり通っているのです。→Ｃ

 
　資源バブルのだらだら崩壊　

　中国経済のバブル崩壊がきっかけで、世界の経済はデフレ状況になりました。図６は、世界の

工場に必須の石炭（ドル／トン）・鉄鉱石（ドル／トン）・銅（ドル／１０ｋｇ）・ドバイ原

油（ドル／バレル）の年間平均価格推移です。データは、世界経済のネタ帳から引用しました。

（ドル／ＸＸ）は単位です。石炭はオーストラリア産出物価格であり、銅はロンドン金属取引所

で取引される価格です。

 

                                                    図６．主要資源価格の推移
 
　中国政府は、２０１０年に国内総生産が日本を追い越し、世界２位になったと発表しました。

中国の高度経済成長は、設備投資に次ぐ設備投資で実現し、そのために海外の資源品を爆買いし

ました。石炭には発電用の一般炭と製鉄用原料の原料炭があり、中国は原料炭を輸入しています

。そして、鉄鉱石は２０１５年に９億５，２７２万トン輸入しました。中国は、輸入した石炭と

鉄鉱石で世界全体の鉄鋼のほぼ半分を生産し、海上輸送される鉄鉱石の３分の２以上を輸入する

規模です。更に、中国は原油を多く産出していますが、自国産だけでは賄えず多量の原油を輸入

しています。中国の石油輸入量は、２０１４年度に３億８４７万トン／年（ＢＰ統計）であり、

中国の海外原油依存度は５０％を突破しました。その中国の１次エネルギー消費量（ＢＰ統計



）は、２９億７，２１０万石油換算トンで、２０１０年に米国を抜き世界全体の２３．０％を占

めています。

　中国は、鉄鋼・自動車・造船などの生産能力を高め資源品を爆買いしました。併せて、高速

鉄道・地下鉄などの交通インフラに加え、巨大な住宅群を整備しました。図６を見ると、石炭・

鉄鉱石・銅の価格は２０１１年を頂点に下がり続け、２０１６年には頂点時の価格と比べ約

５６％・約６６％・約４５％下がりました。原油価格は、２０１２年を頂点に２０１６年には頂

点時の価格と比べ約６３％下がりました。資源品価格の下がる傾向からも、資源バブルは２０１

２年崩壊と言えます。

　従来のバブル崩壊は、悪影響のみが世界中に伝播していましたが、今回のバブル崩壊は悪影響

と好影響の両方が世界中に伝播しました。石炭や鉄鋼などの中国企業の過剰生産能力（稼働率の

激減）の破棄による倒産はあるだろうし、元安・株安・資源品安などの影響は金融市場を通じて

世界中に伝播します。資源品の価格下落は、資源品輸出国にマイナスを及ぼすが、日本のような

資源輸入国にプラスの影響を及ぼします。いずれにしても、資源バブル（設備過剰バブル）は、

金融市場で決まる株価などの金融商品が、その崩落時において急落するのとは異なり、崩壊に時

間がかかります。中国は、平成バブル以上の過剰設備を抱えていますから、中国の過剰設備が解

消するまで２０年以上の期間を要します。

　新興国の高度経済成長が注目されていますが、かっては日本も高度経済成長を実現しました。

日本の場合は戦争で焼け野原となり、日本人の頑張りで戦後復興（＝産業主義的循環社会）を果

たしました。中国を始めとする新興国の高度経済成長は、むりやり先進国から工場を誘致（＝資

本と技術の導入）し、産業主義的循環社会を築きました。こうしたキャッチ・アップ型であれば

、当然経済成長率は高くなります。しかし、産業主義的循環社会ができた後は経済成長率が下

がり、へたしたら誘致した工場は人件費の安い国に移るかもしれません。

 
　進行中のグローバルな金融バブル

　戦後だけでも、大きなバブルは平成バブル→リーマン・ショック→資源バブルがあり、都度、

金融危機のため公的資金が投入され、中央銀行の資産が膨れ上がっています。２００８年９月

にリーマン・ブラザーズが破綻すると、世界経済は１９２９年の米国発世界恐慌を上回る金融危

機に陥りました。金融危機脱出に米国が公的資金を金融機関に投入し救済しました。リーマン

・ショック前の米連邦準備委員会（ＦＲＢ）の資産規模は、８０００億ドルの水準でしたが、２

００９年９月頃に図７が示すように垂直に資産規模が２倍に膨れ上がりました。同時に、ＦＲＢ

が政策金利を急激に下げているのが、図８で見て取れます。

 



 
   政策金利の意味を大日本百科全書で調べると、景気や物価の安定といった金融政策上の目的で、
中央銀行が操作・誘導目標とする金利で、誘導目標金利ともよばれます。一般に、不況時は政策

金利を下げることで経済を刺激し、好況時には政策金利を上げることで景気過熱やインフレを抑

制します。政策金利の上げ下げは、預金金利・貸出金利・住宅ローン金利・長期金利などに影響

を及ぼします。政策金利は国や地域によって対象が異なります。日本では、日本銀行が以前は公

定歩合（現、基準割引率および基準貸付利率）を政策金利としていたが、１９９４年（平成６年

）の金利自由化により、無担保コール翌日物の金利を政策金利に採用しました。米国の政策金利

はＦＲＢ、ヨーロッパの政策金利は欧州中央銀行（ＥＣＢ）、英国の政策金利はイングランド銀

行（ＢＯＥ）が決めています。リーマン・ショックでは、ＢＯＥとＥＣＢが金融危機のため公的

資金を投入しました。同時に、ＢＯＥとＥＣＢは政策金利を急激に下げています。日本の場合は

、金融派生商品の購入が少なかったのか、輸出入の落ち込みとして影響が現れました。

　図７と図８からは、日本の異常性が伺えます。日銀の総資産が２０１６年３月末現在、対国内

総生産（ＧＤＰ）比で、８１％に達しました。アベノミクスにより、国債を大量に買って市中銀

行にお金を流す大規模金融緩和の結果、資産規模とＧＤＰの比率が米国・英国・ＥＵに比べ突出

しています。（ＦＲＢは２５％、ＥＣＢは２８％）日銀の会計帳簿は企業とか家計と逆で、国債

を大量に買って市中銀行にお金を流す行為は、負債（貸方）に計上します。アベノミクスにより

、意図的に日銀の負債を膨らませているわけですから尋常ではありません。また、政策金利はリ

ーマン・ショック前からＦＲＢ・ＢＯＥ・ＥＣＢに比べほぼ０％に張り付いています。２０１６

年１２月末現在、普通預金の利率は０．００１％です。昔は普通預金でも１％程度あり、行員は

預金集めに奔走していました。融資の需要のなさが明白なのに、大規模金融緩和をするのはハ

イパーインフレを起こし国の借金を軽くする目論見です。

　リーマン・ショックにより、米国のアキレス腱が露呈しました。米国は経常収支が赤字の国な

ので、常に世界中から米国に資本というお金が流れ込まないと経済が成り立ちません。ところ

がリーマン・ショックにより、世界中から米国に資本が流れ込まないどころか、逆に外人投資家

が米国から資本を回収し始めました。つまり、一気にドルの資金繰りに窮したのです。その対処

として、ＦＲＢ・ＢＯＥ・ＥＣＢは公的資金を投入し、米国のドル資金繰りに協調介入しました

。日本の場合は、常に米国債を購入していますから、常にドル資金繰りに協力しています。米国

の経常収支は、リーマン・ショック以後４０００億ドルを超える赤字になっています。



　パンとサーカスのため、すべての道はローマに通ずるという 「ローマ帝国」 の経済構造があり
ましたが、経常収支赤字解消のため、すべてのお金は米国に通ずるという 「ドル帝国」 の金融経
済構造が確立されています。どこかの国で金融危機が勃発すると、ドルの還流が止まるため金融

危機が一気に世界中に広がります。図７から言えることは、リーマン・ショックが過ぎ去っても

中央銀行の資産が保有されたままです。また、米５大銀行及びドイツ銀行は、リーマン・ショッ

クの引き金になった膨大な金融派生商品を依然保有しています。米５大銀行は総資産の２５倍〜

６５倍、ドイツ銀行に至っては１００倍もの金融派生商品を保有しています。グローバルな金融

バブルは、静かに進行中です。



第5章 貿易による経済成長

　貿易を必要とする近代社会の経済

　昔から貿易は行われてきました。昔の貿易は、自国にない品物と自国にしかない品物との交換

でした。ところが、ワットが１７６５年に蒸気機関の改良により石炭のエネルギー効率を画期的

に向上させ、産業革命の素地ができました。産業革命により機械制大工業社会が斬新的に進行し

、大量生産・大量消費・大量廃棄の資本主義社会ができました。英国だけで、機械制大工業に必

要な原料　→　生産　→　消費までを完結できません。貿易が、機械制大工業に必要な原料　→

　生産　→　消費までを補完します。英国の経済学者リカードは、資本主義の確立期に 「比較生
産説」 を提唱することで、自給自足でない、国際貿易の意義を理論化しました。ここでは、 「比
較生産説」 に立入らず、生産力の発展こそが国富の増大になる思想であるに留めます。歴史的事
実は、国際貿易が必要不可欠になりました。戦前の貿易は主に宗主国と植民地でした。宗主国と

植民地との貿易においては、宗主国の方が圧倒的に利潤が多いです。戦前は、資本主義は貿易を

通じ 「外」 へ向けて拡張しました。戦後は植民地が独立し、貿易が主に先進国と後進国に代わる
とともに、石油の恩恵を受け先進国において大量生産・大量消費・大量廃棄に拍車がかかりま

した。一般に、先進国と後進国の貿易においては、先進国の方が利潤が多いです。

   資本主義では、外国貿易が必須となりました。外国貿易は二国間で異なった労働量の商品が等価
で交換されます。二国間の商品の交換には、必ず 「交易条件」 が付きます。交易条件とは、輸出
物価指数を輸入物価指数で割った比率で求められるもので、輸出品一単位で何単位の輸入品が買

えるかを表す指数です。→Ｃ　ある基準年に自動車一台の輸出で一単位の原油輸入が対応してい

るとして（交易条件指数＝１００）、翌年に原油の輸入価格が二倍に上昇し自動車の輸出価格が

不変であれば、交易条件指数は５０へと半減します。→Ｃ　この場合、自動車一台では０．５単

位しか輸入できなくなって、日本の交易条件は悪化したことになります。→Ｃ

　 

                                                       図９：交易条件の推移
 
　図９は、戦後以降の日本の交易条件を表したものです。戦後から１９７３年の石油ショックま



で交易条件は、輸入物価が安く、輸出物価が高いので、先進国（＝日本）側に有利でした。１９

７３年の石油ショックにより輸入物価が高騰し、輸出物価が同率で値上げできなくなり、先進国

は利潤が低下しました。日本の場合は、省エネと合理化で交易条件を改善しましたが、２０００

年以降資源価格が高騰（図６参照）したことで再度、悪化に転じました。石油を含むあらゆる資

源が高騰しましたから、先進国は打撃を受けました。打開策として、人件費の安い国に工場を移

転したり、国内においては派遣労働を規制緩和しました。

  水野和夫は、交易条件から二国間の貿易を 「中心と周辺」 の概念で説明しています。大量生産
・大量消費・大量廃棄が実現するには貿易が不可欠であり、中心側（＝宗主国、先進国）が交易

条件に有利であり、周辺側（＝植民地、後進国）が交易条件で不利です。中心と周辺がなければ

経済成長できません。今まで周辺に位置した新興国が発展により中心側に位置すると、ひとつの

先進国の中に中心と周辺ができました。

 
　経済成長の終焉に近づく

　資本主義の起源は、水野和夫著 『資本主義の終焉と歴史の危機』 によれば、１２１５年の第４
回ラテラノ公会議でローマ教会が金利（利子）をつけることを認めたことをもって、実質的な資

本主義の成立としています。２０１５年におけるグローバル資本主義が、資本主義８００年の到

達点です。その資本主義の意味ですが、広井良典著 『ポスト資本主義』 によれば、資本主義＝ 「
市場経済プラス（限りない）拡大・成長を思考するシステム」 と簡明に定義しています。以下に
、その資本主義の詳説を引用します。

 
　ここでのポイントは、まず資本主義とは単なる市場経済（ないし市場経済が社会全体を広く履

ったシステム）とは異なるという点にあり、これはブローデルの主張と重なる。言い換えれば、

市場経済それ自体は、古代から存在しているものであり、あるいは先ほど紹介したマルクスの言

にもあるように、およそ共同体と共同体が接触する場所で生成してきたものである。

　では資本主義と市場経済が異なる点は何かというと、それは最終的に 「拡大・成長」 という要
素に行くつくのではないか、つまり、単なる市場経済あるいは商品・貨幣の交換ではなく、あく

までそうした市場取引を通じて自らの保有する貨幣（そのまとまった形態としての資本）が量的

に増大することを追求するシステム（あるいはそうした経済活動を広く社会的に肯定するシス

テム）、これが資本主義についてもっとも純化した把握になると思えるのである。

　言い換えれば、単なる市場経済ではなく、それが 「拡大・成長」 への”強力なドライブ”（駆
動力）と一体となって作動する時、はじめて資本主義として立ち現れることになる。

 
　平成バブル崩壊以降、日本政府は国内総生産を上げる為、際限ない政府支出により経済成長を

図りましたが、借金が巨額になれど１％程度の経済成長しか実現できていません。２００８年

のリーマン・ショック以降、米国・ユーロ圏・日本の中央銀行は、金融市場に大量のお金を注ぎ

、金融バブルを醸成し無理やりのインフレを狙っています。マルクス流に言えば、実物市場で

貨幣ー商品ー貨幣による、長年の資本増殖が低下したので、代わりに金融市場で貨幣ー貨幣に



よる、より大きな資本増殖を狙っています。８００年続いている資本主義ですから、これからも

限りない経済の拡大・成長ができると考えがちです。ゆえに、富の総量は増え続くと思い込み、

自分が頑張ればその一部を得られると考えます。しかし、近年は富の総量が増えず、逆に富の取

り合い競争から経済格差が広がってしまいました。そのため、先進国は無理やりの経済政策を弄

して、経済成長を目指していますが、以下の要因で富の総量が増えない経済状況になってきま

した。

 
　①　拡大・成長を信条とする資本主義経済は、エネルギーの使用量を増す一方である。

　②　エネルギー収支比の高い石油が２００６年を頂点に減少しており、再び石油は高騰するだ

ろう。

　　　石油に代わるエネルギーを研究するも、現在まで開発されていない。

　③　科学技術による自然環境への過度な働きかけで拡大・成長を実現してきたが、地球温暖化

の

　　　対応から経済成長が限界に達しつつある。

　④　地球温暖化を防止する手立を上回る、エネルギーの使用が続いている。

　　　省エネに努めるも、いずれエネルギー使用量を強制的に減らす手立てが唯一となろう。

　�　大量生産・大量消費・大量廃棄の商品が、先進国及び新興国に行きわたる。
　⑥　ＩＴによる情報産業が創出されたが、電気機械産業に比べ雇用が増えない。

　　　つまり、産業主義的な製品でないと資本主義社会は成長しない。

　⑦　先進国は、政府支出による需要喚起が、巨額の政府債務により実施できない。

　⑧　資本増殖の目安となる１０年国債金利が史上最低となり、金融市場に偏る経済成長は

         限界である。
　⑨　資本の増殖が金融市場に偏り、高速取引による理由なき暴騰・暴落が頻発している。

　　　過剰マネー策により貸借対照表が悪化した頼みの中央銀行は、万一の場合に勤め果たせず

　　　資本主義経済システム崩壊の恐れあり。

 
　富の１５％ルール

  １２１５年に始まった資本主義は、１８世紀後半の石炭による産業革命及び石油による資本主義
の黄金時代（１９５０年〜１９７０年頃）に富を爆発的に増やしましたが、同時に人口も爆発的

に増えました。超長期でみると、世界の一人当たり成長率は、１８世紀にはせいぜい０．１％、

１９世紀には０．９％、そして２０世紀には１．６％だとピケティはいいます。→Ｂ　経済成長

が目に見える形を取るのは、せいぜい２０世紀、それも戦後の一時期のことに過ぎないのです。

→Ｂ　そして、ＧＤＰの成長率そのものの原因のかなりは人口の増加にありました。→Ｂ　工業

化に成功した先進国の富の絶対量は増えましたが、世界人口の激増を加味した富の配分に関する

傾向を図１０に示します。図１０は、水野和夫著 『資本主義の終焉と歴史の危機』からの引用で
あり、高所得国のシェアを示したものです。高所得国の世界人口に占める割合は、図１０から 一
定（約１５％）であり、世界総人口のうち豊かになれる上限定員を物語っています。



１９９５年頃までは、先進国の多くの人が高所得者でしたが、グローバル資本主義により新興

国が、外資企業を誘致し工業化を図ることで新興国に高所得者が増えました。高所得者の世界総

人口に占める割合が一定の原則を適用すると、先進国の国民は低所得者に滑り落ちます。逢沢

明著 『失敗史に学ぶ２１世紀の経済学』 によれば、日本の給与所得者の給与年額は、１９９８年
の平均給与が最高の約４２０万円で、２０１３年に平均給与が３６０万円にまで激減しました

から、年間６０万円の 「収入減」 が、生活困窮の主因です。高給取りが増えている中で、平均給
与が３６０万円にまで下がっているのは、給与の低い人が圧倒的に増えたことを意味します。  
 

                                     図１０：高所得国の世界人口に占める割合
 
　現に、日本では中流社会の崩壊であり、米国では１％の金持ちと９９％の貧乏人に象徴される

経済格差が生じています。ちなみに、米国の巨大企業３５０社の最高経営責任者の平均年収は、

フルタイムの正社員より３５０倍以上に上ります。これが、グローバル資本主義が招来した 「経
済格差」 の非情な現実です。実物市場の富が総量が増えない経済状況において、ＢＲＩＣＳに続
き人件費削減から人口の多い東南アジアに工場を進出させています。万国の労働者の賃金安競

争は、工業化国乱立で激化しています。経済競争に優位な富裕層は、金融市場を通じて富の先取

りをするため、より経済格差が生じます。

　戦後も世界人口は増加の一途をたどり、２０１１年末の世界人口が７０億人です。これまでは

経済成長により実物市場の富を大きくでき、高所得者の世界人口に占める割合を一定にできま

した。しかし、実物市場の経済成長は頭打ちになり、金融市場での経済成長に代わりました。金

融市場の経済成長は実物市場と異なり、一部の人間に富が偏ります。いきおい、金融市場での富

の分捕り合戦になります。富裕者が富の先取りをするため、先進国においても経済格差が生じま

した。つまり、金融市場での経済成長を望むほど、経済格差は大きくなります。来る２１００年

の世界人口推計１００億人×０．１５＝１５．０億人が、豊かになれるでしょうか？実物市場の経
済成長が望めないこれからは、豊かになれるのは１０．５億人（７０億人×０．１５）までであり
、今後の人口増がより経済格差をもたらします。



第6章 風雲急を告げる資本主義

　近代のイデオロギーと価値観

　戦後の日本でも、中国を始めとする新興国でも同じですが、産業主義的な製品（自動車、家電

品など）が、人々の生活を便利にし、人々の欲望をかきたてました。つまり、目新しい耐久消費

財により、人々は目に見えて 「豊かさ」 を実感できました。耐久消費財が人々に行きわたるま
でが、高度経済成長の期間です。人々に耐久消費財が行きわたれば、買い替え需要しかなく経済

成長が低下します。産業主義的な製品に代わる技術革新の製品が情報機器（パソコン・携帯電話

・スマートフォンなど）です。しかし、産業主義的な製品に比べ、人々の欲望をかきたてません

。佐伯啓思著 『さらば、資本主義』 では、情報機器・生命科学・医療上の革新は、従来の産業主
義的な製品のように 「外」 の世界に働きかける手段ではなく、さまに人間そのものへの 「内」
への働きという大きな違いを指摘しています。

　ＩＴやＳＮＳは確かに、われわれの社会生活に決定的な影響を及ぼしつつある。→Ｂ　しかし

、ＳＮＳによって得られる情報はきわめて個人的で私的なものであって、それがかつての耐久消

費財やファッションのような社会性をもっているとは考えにくい。→Ｂ　むしろ、情報はあまり

にたやすく入手でき、コミュニケーションはあまりに安易になされすぎ、それを渇望するような

「欲望」 の増殖はもはやみられません。→Ｂ　とすれば、現在のイノベーションが、もはや大き
な経済成長をもたらさないのも、よくわかることではないでしょうか。→Ｂ

　平成バブルが崩壊し、ゼロインフレ・ゼロ金利・ゼロ成長に陥っても、 「深く原因を考えずに
成長すれば、あるいはインフレになりさえすれば、再び経済成長ができる」 と相変わらず信じ込
んでいます。事実、財政出動もした、規制緩和もした、郵政民営化もした、政策金利も下

げた・・・いろいろ手を打ったが失われた〇〇年です。それでも、政治思想と経済思想が経済成

長できると言い続けるのは、資本主義社会の文明の潮流変化を考えずに成長を念じているだけ

です。ゼロ成長とマイナス金利他の長期の経済指標から、既に経済成長ができない時代になって

います。経済成長が長期停滞するのは、資本主義社会からポスト資本主義社会に移る予兆です。

にも関わらず、経済成長を声高に叫ぶのは、資本主義社会のイデオロギーと価値観にとらわれて

いるからです。

 　資本主義社会のイデオロギーと価値観は、西欧を源とする 「近代化」 です。近代人は、中世に
比べ精神の自由な働きがあります。近代文明はこの精神の自由な発露によります。この延長で産

業革命が起こり、安価で豊富な石油を使った大量生産・大量消費・大量破棄の社会を築きました

。従って、精神の自由な働きが乏しい国は、今日でも近代化できません。第５章までを読み返し

、近代人と近代化のイデオロギーと価値観を探ります。

 
　（１）　近代人は、精神の自由な活動と競争を好む。

　　　　 （→　欲望にかられる経済競争には、終わりがない。）
　（２）　近代人は、新しいものに価値があり、古いものには価値がないと考える。

　　　　 （→　過去の価値観を捨て、未来に希望を求める。）



　（３）　近代人は、生を謳歌し、死を忌み嫌う。

　　　　 （→　医療の発達で長生きできるが、 「生」 と 「死」 を一体で再考すべし。）
　（４）　近代人は、科学が進歩し続けると考える。

　　　　 （→　人間の内側に向かう技術革新は、心の変調をきたす。）
　（５）　近代人は、便利で・快適で・娯楽の多い都市を好む。

　　　　 （→　福島原発事故後、脱原発が意識されだした。これは、
　　　　　　　 原発の代わりを火力にする話ではなく、近代の価値観を換えようとしている。）
　（６）　近代人は、精神的価値観を物質的価値観より低く見る。

　　　　 （→　唯物的人生観に行き詰まり、疑問を感じる。）
　（７）　近代人は、科学技術の発明品を人間が制御あるいは管理できると考える。

　　　　（ →　原発事故が、原発を制御及び管理できないことを証明した。この他にも
　　　 　　　　あるのではと疑う。発明品には誤りがあり、人間の謙虚さが問われている。）
　（８）　近代化とは、大量生産・大量消費・大量廃棄の経済社会を築くことである。

　　　　（ →　先進国と新興国は、物質的に十分豊かになった。これ以上の豊かさは、贅沢であ
り

　　　　　　　 浪費である。また、今日の技術革新が生み出す製品は、欲望の増殖につなから
ない。）

　（９）　近代化とは、電気やガソリンを使った快適な生活を送ることである。

　　　　 （→　先進国では衣食住の豊かさを達成した。これ以上の豊かさは必要なのか。）
　（10）　近代化とは、科学と技術の進歩を経済活動に適用し、経済成長を図る。
　　　　 （→　今日の経済成長は、人々の生活を良くし、満足や幸福を高めない。）
　（11）　近代化とは、生産力向上により、限りない供給力が得られる。
　　　　（ →　発展途上国が工業化できるほど、エネルギー・資源等は豊かでない。）
 
　戦後日本の主たる関心が、経済成長と物質的な豊かさにしか向けられていません。その結果

が（１）〜（１１）ですが、何も日本だけのことではなく、先進国も新興国も同様です。西欧文

明というべきか、資本主義社会というべきか、人類が行き着いたイデオロギーと価値観です。

 
　拡大・成長の資本主義を超えて

　戦後、先進国が産業主義的な製品で高度経済成長したから、今度はグローバルな貿易（＝資本

・人・物の自由な往来）で新興国を工業化し、産業主義的な製品を人々に行きわたらせ高度経済

成長を果たしました。多国籍企業から言えば、各国での売り上げと利益の合計が拡大するなら是

です。更に、金融は世界中に利子を求めて市場を動き回ります。ここに、グローバル資本主義を

推進する多国籍企業とひとつの国に閉じた資本主義社会が相剋します。また、産業主義的な製品

が新興国に行きわたるときが成長の限界であり、以降は実物市場の経済成長がありません。こ

こに、資本主義社会が抱えている構造的停滞の原因があり、経済政策でどうこうなるものではあ

りません。現在の構造的停滞は、資本主義社会（＝西欧文明）が抱えている文明的没落です。



　日本は、高度経済成長に併せ、田舎から多くの人が都市に移動しました。この傾向は、経済成

長が望めない今も続いています。平成２７年の国勢調査によると、東京圏（東京・神奈川・埼玉

・千葉）の人口は３,６１３万人で、全国人口の１／４以上（２８．４％）を占めています。筆者
が住んでいる千葉県では、外房と内房の市町村は人口減であり、千葉都民が住んでいる市は人口

増です。要は、戦後から続く都市への移住が、田舎を寂れさせています。資本主義は、何故か都

市に人を引き付けています。理由はいろいろあるでしょうが、科学技術の恩恵が都市に及びや

すく、田舎には及びにくいのだと思います。石油エネルギーに頼った大量生産・大量消費・大量

破棄の経済は、市場としての魅力及び経済効率の点から、都市が有利になります。たとえば、三

陸でとれる一番おいしい海産物は、地元で消費されず、大都市の東京に輸送され消費されます。

世界中の都市は、石油を使った快適な生活ができる場所になりました。

　全国には、技術力の高い小企業及び名店が存在しています。これらの小企業及び名店は、規模

を大きくするのではなく、永続性を重視する価値観です。また、グローバル競争の時代でも、世

界に打って出るのではなく、地域に根付いて生きていく価値観です。このような価値観は、資本

主義社会の利子が利子を生むイデオロギーと価値観の対極にあります。特に田舎には、資本主義

社会のイデオロギーと価値観とは異なる昔からの価値観が残っています。

　田舎は第一次産業が主力であり、食料に不安がなくても生計をたてるに、ある程度の現金収入

がなくては、電気・石油等の必需品を購入できません。現金収入を得るため、農水産物と工業品

との交換をします。交換比率は工業品に有利で、農水産物が安く買いたたかれています。地球規

模で見渡しても、農水産物は安く買いたたかれ、一次産業従事者は富裕層の仲間に入れません。

産業革命以降の科学技術は、鉱物資源を材料にした発明品が圧倒的です。しかも、その発明品は

自然の束縛を離れ、２４時間３６５日、生産が可能です。現状の田舎は、現金収入の道が険しく

、都市に比べ刺激も少なく生活がしにくいです。田舎を富ますには、科学技術の研究方向を非生

物から生物に変え、田舎に住み着いている生物・微生物などの利用による、発明の道を模索すべ

きです。

　資本主義は、単なる市場経済ではなく、それが 「拡大・成長」 への”強力なドライブ”（駆動力
）と一体となって作動しています。 「拡大・成長」 は、経済成長に置き換えることができます。
その資本主義は、利息と石炭・石油のエネルギーを 「経済成長」 の糧に、鉱物資源による数々の
発明品を市場に送り出しました。同じく石炭・石油に頼る農水産物が、工業製品と同じ交換の市

場土俵で競争しても勝ち目はありません。国際エネルギー機関の恒例の報告書 『世界エネルギー
見通し２０１５』 によれば、現在の油田の生産量が２０４０年には、２０１４年に比して１／３
までに減少する見通しです。 「拡大・成長」 の糧になっている安い石油の生産量減少を踏まえ
ると、鉱物資源を材料にする工業品に勝る、田舎でしか作りだせない生物工業品（？？？エネ

ルギー・？？？蓄電池）が、田舎を富ます道です。この生物工業品の材料は、自然とのつながり

を有しています。未来の経済社会は、大量生産・大量消費・大量廃棄ではなく、中量生産・中量

消費・中量修理にすべきです。



あとがき

　イエス・キリストは、 「人はパンのみのため生きるにあらず」 と物欲を戒めましたが、１２１
５年の第４回ラテラノ公会議でローマ教会が金利（利子）をつけることを認めたことをもって、

実質的な資本主義が成立しました。産業革命の後、西欧は 「人はパンのみで生きる」 と資本の論
理を前面に出しました。

　戦後、企業は経済成長に呼応し、 「売上と利益」 を目標にしました。筆者は、企業がたくさん
儲けてたくさん税金を納め、国を豊かにするべしと社内教育を受けました。つまり、国を豊かに

するため、しっかり働いてくれとの社内教育です。しかし、グローバル資本主義となり、しっか

り働いても、労働者も国も豊かになれません。今も、経済成長のために財政出動を墨守していま

すが、平成バブル崩壊以降は役立たず、国の借金を際限なく積み上げています。市場原理主義の

経済思想は、競争をあおるだけで経済状況及び社会状況を悪化させています。なぜなら、企業の

税率と所得税の税率は、政治家と大企業と富裕層に与しました。豊かになるのは、政治家と大企

業と富裕層です。更に、政治家と大企業と富裕層は租税回避地を使い、あくなき利殖に励んでい

ます。

　普通、実物市場で経済成長が長期停滞するなら、 「もう経済成長は無理かも」 と考えそうで
すが、政治家と大企業と富裕層の考えは異なり、実物市場が無理なら金融市場へと利殖機会を移

しました。平成バブル及びリーマン・ショックでバブル崩壊した時、政府は税金を大企業につぎ

込みました。バブルで儲けたお金は自分の懐、バブル崩壊で損した時は税金で穴埋めする政治市

場は、実に政治家と大企業と富裕層にやさしいです。政治家と大企業と富裕層が愛するグローバ

ル資本主義は、貨幣愛を自己目的に、国境を超えて暴走しています。

　２０１７年１月２０日、トランプ氏が米国第４５代大統領に就任しました。就任前から、ツイ

ッターの内容で物議を醸しています。経済面から言えば、米国に自動車を輸出せず米国に工場を

建設しろ、さもないと高率の関税をかけると脅迫しました。まさしく、グローバル資本主義を推

進する側とひとつの国に閉じた資本主義社会の相剋です。トランプ大統領が今までの経済政策を

１８０度変えられるのも、食料を輸出できる農業国に加え、巨大な工業力と巨大な軍事力を有し

ているからです。

　与党・官僚・経済学者・マスコミは、米国と唱和し環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）が、

経済成長を推進するに必要だと国民に説きました。そして、２０１７年１月２０日日本政府は、

締結に向けた国内手続きを完了しました。しかるに、トランプ大統領は２０１７年１月２０日の

就任演説でＴＰＰからの離脱を表明しました。与党・官僚・経済学者・マスコミから、何の異議

申し立てもありません。筆者はあきれ果てました。トランプ大統領は、市場原理主義を相手にせ

ず米国第一の保護貿易を望んでおり、経済が政治の従属変数であることを如実に示しました。ト

ランプ大統領の経済政策は、米国成て各国枯れるを示唆しています。

　トランプ大統領は、ドル帝国の仕組みを維持したまま、米国第一の保護貿易で国力が低下した

米国の復活を目論んでいます。しかし、先進国をおおっている経済停滞は次第に新興国に及び

ます。いずれ、世界中が経済停滞するでしょう。先進国の長期停滞は経済現象ですが、根本的に



は資本主義社会（＝西欧文明）が抱えている文明的没落です。丁度、中世のキリスト教のイデオ

ロギーや価値観を脱出し近代の扉を開いたように、経済成長信仰のイデオロギーや価値観を脱出

してポスト資本主義の扉を開かねばなりません。筆者は直感的に８００年続いた資本主義に、終

焉が迫っていると考えます。 
                                                                                                            ２０１７年２月２０日
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　　・　マーク・ブキャナン著　熊谷玲実訳　　　市場は物理法則で動く　　白揚社

 
第４章   グローバルな金融バブル
　　・　村山節著，浅井隆共著　　　文明と経済の衝突　　第二海援隊

　　・　水野和夫著　　資本主義の終焉と歴史の危機　　集英社　←Ｃ

　　・　世界経済のネタ帳

　　・　２０１６年９月２５日のブログ　『アダム・スミス２世の経済解説』　←Ｆ

 
第５章   貿易による経済成長



　　・　ＺＤＮｅｔ　Ｊｐａｎの 『中国経済に起こっていることを電気消費量から読み解く』
　　・　水野和夫著　　資本主義の終焉と歴史の危機　　集英社　←Ｃ

　　・　佐伯啓思著　　さらば、資本主義　　新潮社　←Ｂ

 
第６章   風雲急を告げる資本主義経済
　　・　佐伯啓思著　　さらば、資本主義　　新潮社　←Ｂ

　　・　広井良典著　　ポスト資本主義　　岩波新書

　　・　水野和夫著　　資本主義の終焉と歴史の危機　　集英社

　　・　合田寛　政治経済研究所理事　インタビュー記事　２０１５年９月７日

　　・　逢沢　明著　　失敗史の比較分析に学ぶ２１世紀の経済学　　かんき出版

　　・　小野章昌のブログ　　「ＩＥＡ見通し２０１５」　で見る石油枯渇リスク


